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第1章　経営計画の策定趣旨と位置付け
 1.1 策定趣旨
●戸田市の下水道事業は生活環境の改善、公衆衛生の向上、公共用水域1における水質保全、豪雨
による浸水2の軽減を目的に、昭和44年度に着手して以降、着実に整備を実施してきました。平
成27年度現在、戸田市民約13.3万人のうち、約11.7万人の方々が下水道を利用できる状況
にあります。
●現在、事業着手から約47年が経過しており、これまでに整備した管路施設3やポンプ場4の更新5

時期を本格的に迎えることとなります。また、近年では局地的な大雨が多発するおそれがあるた
め、雨に強いまちづくりを更に推進していくほか、東日本大震災の教訓から、被災時の下水道機
能の確保や災害防止のための取組を強化する必要も生じています。

●一方、下水道は、市民や事業者等からの使用料によって経営が支えられる事業ですが、市の財政
状況や将来の人口推移など、下水道を取り巻く社会情勢が複雑に変化する状況にあり、将来に向
け自立的な経営方針を明確にする必要があります。
●下水道事業における今後の方向性や取り組むべき施策等を取りまとめた「戸田市下水道ビジョ
ン」では、「水と暮らしを未来につなげる　戸田の下水道」を基本理念として、安心、安全、快適を
目標に、それらを実現するための具体的な施策を掲げています。
●経営基盤強化と財政マネジメント向上に取り組む必要があることから、中長期的な「経営戦略」を
示す経営計画を策定し、これに基づく事業運営を推進し、「戸田市下水道ビジョン」に示す将来像
の実現を目指します。

1 公共用水域：河川、湖沼、海などのこと。個人や会社の庭の池などは含まれない。
2  浸水：大雨により地域、家屋が水につかる現象で、地域についてはその面積、家屋については床上、床下の浸水戸数で表現する。
道路等が水につかる現象は冠水という。

3  管路施設：管きょ、マンホール、ます、取り付け管、吐き口などを含む施設の総称。
4  ポンプ場：下水は処理場あるいは吐き口まで自然流下が原則であるが、管きょが深くなりすぎたり、放流先の水位が高く自然排水
できない場合に、ポンプで水位を上げるために設ける施設。

5  更新：改築のうち、既存の対象施設を新たに取り替えること。
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第1章　経営計画の策定趣旨と位置付け

 1.2 位置付け
●経営計画は、「戸田市下水道ビジョン」が投資・リスク・経営のバランスを図りながら実現可能なも
のであるか、という視点に基づき策定したものです。

 1.3 期間
●経営計画の期間は、平成28～37年度の10か年とします。
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第2章　経営計画の運用イメージ
①下水道事業が持続的に事業を運営する上で重要と考える目標（指標）を設定します。
②アセットマネジメント6手法によって検討された既存ストックの将来改築7・長寿命化シナリオに加
えて、その他の各種事業を実施する事業シナリオを立案します。
③立案した事業シナリオについて、経営シミュレーションによって、事業の将来収支を予測します。
④収支予測の結果から目標指標の達成度を評価し、持続可能な健全経営の実現性を判断します。
⑤健全経営の実現性が担保できないと判断した場合には、事業シナリオの代替案を複数立案して、
適正な使用料のあり方の検討も含め、健全経営が実現できる事業シナリオを策定します。
⑥最適な事業シナリオをもって投資・財政計画を策定します。
⑦事業の効率化・健全化に向けた取組を整理します。
⑧計画の事後検証方法、更新時期を整理します。
⑨上記を取りまとめた「経営計画」を策定します。

6  アセットマネジメント：社会ニーズに対応した下水道事業の役割を踏まえ、下水道施設（資産）に対し、施設管理に必要な費用、
人員を投与（経営管理、執行体制の確保）し、良好な下水道サービスを持続的に提供するための事業運営と位置付けられる。

7  改築：更新又は長寿命化対策により、所定の耐用年数を新たに確保するもの。
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第3章　経営方針と経営目標

8  企業債：地方公共団体が地方公営企業の建設、改良などに要する資金に充てるために起す地方債。
9  内部留保資金：減価償却費などの現金支出を伴わない支出や収益的収支における利益によって、企業内に留保される自己資金のこ
と。

10  維持：処理場施設の運転、下水道施設の保守、点検、調査、清掃等下水道の機能を保持するための事実行為で工事を伴わない
もの（改築事業の効率化を目的として、計画的に実施する点検、調査、診断を含む）。

 < 経営方針> 持続可能な健全経営かつ世代間負担の公平性確保
（経営目標）
●持続可能な健全経営を実現するとともに世代間の公平性が保たれること
●経営の黒字化、現在の企業債8の借入残高に比べて大幅な増額とならないこと

 < 経営方針> 公営企業としての独立採算の実現
（経営目標）
●事業の収入をもって運営を実現する独立採算を図っていくこと
●運転資金が不足しないこと、一定の内部留保資金9の確保、一般会計からの補助金なし

 < 経営方針> 適切な施設・設備の管理
（経営目標）
●経過年数や劣化状況を踏まえた、現況の下水道サービスレベルの維持10

●アセットマネジメントの検討結果を踏まえた、投資とリスクのバランスのとれた本市独自の事業
計画の策定
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第4章　経営計画における主な記載事項

11  健全度：評価する対象物が有する機能、状態の健全さを示す指標。
12  標準耐用年数：下水道施設が使用に耐える標準的な年数をいう。長期間の使用に耐える経済価値や機能を有する施設が年数の

経過とともに価値の減価が累積し、最終的に価値が無くなるまでの標準的な年数。

 4.1 経営指標の設定
財政収支の見通し把握に当たり、下水道事業の運営を進める上で持続的な事業経営が可能であ

るかを検証するため、モノ・カネの視点を重視した経営指標を以下のとおり設定しました。

経営指標　その1（カネの視点）

　　収益的収支 　：黒字（各年度で欠損金を生じない）
　　企業債残高 　：96億円以下（1人当たり残高を現況程度に抑える）

経営指標　その2（カネの視点）

　　運転資金　 　：不足しない（各年度でマイナスとならない）
　　内部留保資金 　：18億円（安定供給のために確保すべき運転資金、災害発生に
　　　　　　　　　　　　　　　　備えた資金を水道事業の設定値等を参考として設定）
　　一般会計補助金 　：ゼロ（基準外の一般会計繰入金をゼロとする）

経営指標　その3（モノの視点）

　　管路の改築更新 　：早急な対応が必要な健全度11ランクⅡ※1施設の保有ゼロ
　　ポンプ場の改築更新：目標耐用年数※2以上の施設・設備の保有ゼロ

※１ 健全度ランクの定義（詳細はアセットマネジメント基本計画を参照）
 健全度Ⅰ：下水道が使用できない状況
 健全度Ⅱ：施設の劣化が進行しており、早急な対応が必要な状況
 健全度Ⅲ：施設の劣化が進行しており、対応が必要な状況
 健全度Ⅳ：施設の劣化が進行しており、当面簡易な対応が必要な状況
 健全度Ⅴ：構造・機能上に問題がなく、対応が不要な状況

※2　目標耐用年数　標準耐用年数12は国交省通知「下水道施設の改築について（平成
15.6.19国都下事第77号）」を参考に、更新実績に基づく耐用年数と他施設を参考とし
た平均的な耐用年数を比較し、長期となる年数を目標耐用年数とした。
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4 経営計画における主な記載事項

13  企業会計：現金収支のみならず、すべての経済活動の発生という事実に基づき経理が行われるため、毎年度のコストの把握や適
切な損益計算が可能となる。

 4.2 事業シナリオの策定
今後実施すべき主要な事業を実施した場合、4-1の経営指標はクリアできない見通しとなり、健
全経営の実現は困難であることが分かりました。なお、本計画での財政収支見通しは公営企業会計
13方式に基づき検討しています。

□今後実施すべき主要な事業
　汚水整備に関する事業  ：平成28～37年度での事業概成
　浸水対策に関する事業  ：雨水管路の整備、雨水貯留管の整備
　改築更新に関する事業  ：管路施設、ポンプ場の施設・設備の改築更新

□今後実施すべき主要な事業を実施した場合の財政収支見通しの評価

このため、上記シナリオ（①）をもとに、今後の事業費の80%近くを占める改築更新の実施方針
を見直したシナリオ（②～③）についても検討しましたが、企業債残高が108億円、内部留保資金は
確保できず、収益的収支は毎年マイナスとなり、経営指標をクリアできませんでした。
企業債の発行条件と使用料改定の条件を見直した追加の事業シナリオ（④～⑦）を検討したとこ

ろ、いずれのシナリオもすべての経営指標をクリアできませんでした。ただし、下記の理由から、設
定した事業シナリオのうち健全経営を実現するためには「事業シナリオ⑦」が最適なシナリオという
ことになります。
・事業シナリオ⑦は使用料改定以降すべての年度で収益的収支黒字である
・内部留保資金は経営指標18億円を超える26.2億円が確保される
・企業債残高は102億円と経営指標の96億円をクリアできないものの、内部留保資金が確保さ
れるため、企業債の償還を繰り上げることが可能であり、経営指標である企業債残高96億円を
超える6億円を繰り上げて償還すると内部留保資金は約20億円となり、すべての経営指標をク
リアすることが可能となる
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◇検討した事業シナリオ

◇各事業シナリオの評価
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4 経営計画における主な記載事項

14  点検：施設・設備の状態を把握するとともに、異状の有無を確認すること。管路施設にあっては、マンホール内部からの目視や、
地上からマンホール内に管口テレビカメラを挿入する方法等により、異状の有無を確認すること。

 4.3 経営方針に基づく投資・財政計画の策定
本市の経営方針に基づく投資・財政計画（事業シナリオ⑦）の財政収支見通しは、収益的収支にお

いて黒字を確保するとともに内部留保資金も蓄積され、企業債残高は最大で102億円となるが内
部留保資金によって繰上償還が可能であり、一般会計からの補助金なしで運転資金不足は発生し
ない見込みです。
◇本市の経営方針に基づく投資・財政計画（単位：千円）

 4.4 今後の取組
●今後、本市の下水道事業は様々な事業を実施する必要がありますが、現況の経営状況を踏まえ
るとすべてを同時並行で進めることは困難です。

●持続可能な健全経営の視点から、事業に伴って使用料収入が増加となる“汚水整備”を優先する
とともに、コストを抑制するために老朽化施設への対応等は一定のリスク※を許容する等して健
全経営が実現きる事業シナリオを立案しました。

●収益的収支の黒字化、企業債残高の抑制、運転資金及び内部留保資金の確保等には使用料改定
が必要であることが明らかになりました。そこで、今後具体的な検討を進めていく予定です。
※リスクについて　設定した事業シナリオのうち健全経営が実現できる「事業シナリオ⑦」は老朽化施設への対応について一定のリ
スクを許容しています。管路施設は早急な対応が必要なもの（健全度ランクⅡ）は順次改築しますが、早急な対応までは必要ないも
の（健全度ランクⅢ）は当面改築を保留します。ポンプ場の施設・設備は、標準的な耐用年数ですべてを改築せず、適切な維持管理や
点検14等を前提に目標耐用年数経過後に改築します。このため、ある程度老朽化が進んだ施設も継続して使用されるため、破損や
故障等のリスクを有することになります。
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15  アカウンタビリティ：説明責任。下水道施設を持続的に管理・運営していくためには、下水道サービスの受益者である住民や、財
政部局及び議会等関係機関に対して、施設管理に関する情報を分かりやすく説明し、下水道事業の推進に理解と協力を得ること
が重要である。

16  ライフサイクルコスト（LCC）：施設における新規設備・維持修繕・改築等を含めた生涯費用の総計。
17  モニタリング：設備や施設の運転状態、水質などを監視すること。
18  修繕：老朽化施設又は故障もしくは損傷した施設を対象として、当該施設の所用の耐用年数内において機能を維持させるために

行われるもの。

 4.5 効率化・経営健全化の取組
●その1：組織効率化
より効率的な事業運営を図るため、平成26年度に地方公営企業法の全部を適用するとともに
水道事業の事務部門との組織統合を図りました。

●その2：下水道台帳のインターネット公開
アカウンタビリティ15（説明責任）の向上を図る一環として、平成26年度に下水道台帳のイン
ターネット公開を始めています。これによって、自宅のパソコンから下水道台帳が確認できるよう
になりました。

●その3：公共工事コスト縮減対策
行財政改革プラン（第6次行政改革）推進計画において、公共工事コスト縮減率5%、ライフサ

イクルコスト16の低減、社会的コストの低減を図っています。

●その4：包括的民間委託のモニタリング17

行財政改革プラン（第6次行政改革）推進計画において、包括的民間委託のモニタリングを実
施します。民間の創意工夫を期待し、仕様発注でなく性能発注としたことで、要求水準を検証しま
す。

●その5：下水道施設の維持・修繕18の技術基準の作成
行財政改革プラン（第6次行政改革）推進計画において、適正な点検と修繕によって施設のリ

スクを抑制し、ライフサイクルコストを縮減するために維持・修繕の技術基準を作成します。
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4 経営計画における主な記載事項

 4.6 計画の事後検証、更新時期
●経営計画の期間は平成28～37年度の10か年としていますが、健全経営に向けた状況を把握
するための評価は毎年実施します。

●評価は経営目標の視点を重視するため、経営指標及び財政収支の予測に当たって基礎となる
データ項目について、目標の達成状況を確認します。

●経営計画は、必要に応じて見直しを図ります。見直し時には、各評価項目だけでなく、事業実施を
通じて新たな課題が見つかった場合はそれらを整理し、必要に応じて記載内容を変更します。ま
た、目標を達成できなかった評価項目があった場合は、その要因を分析し、事業計画・事業シナリ
オの見直しや目標の再設定等を検討し、次期計画の策定に活用します。
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